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１．当四半期決算に関する定性的情報 

(1) 経営成績に関する説明 

当第３四半期連結累計期間における売上高は144,678百万円と前年同期に比べ42,724百万円の減

収（△22.8％）となり、売上総利益は20,668百万円と前年同期に比べ16,796百万円の減益

（△44.8％）となりました。前年同期に比べ減収減益となった主な要因は、原油及び天然ガスの販

売価格の下落に加え、国産原油及び国内天然ガスの販売数量の減少によるものであります。 

探鉱費は、主に海外における支出が大きく減少したことにより1,104百万円と前年同期に比べ

5,230百万円減少（△82.6％）し、販売費及び一般管理費は、主に国内における支出が大きく減少

したことにより21,240百万円と前年同期に比べ2,981百万円減少（△12.3％）した結果、営業損益

は、前年同期に比べ8,584百万円減益となり、1,676百万円の営業損失（前年同期は6,907百万円の

営業利益）となりました。 

経常利益は、前年同期における為替差損が為替差益に転じる等の増益要因があったものの、持分

法による投資利益が持分法による投資損失に転じたこと等により、前年同期に比べ6,412百万円減

益（△95.9％）の274百万円となりました。 

税金等調整前四半期純損益は、経常利益の悪化に加え事業整理損失引当金繰入額の計上等により、

前年同期に比べ6,672百万円減益の14百万円の税金等調整前四半期純損失となり、親会社株主に帰

属する四半期純利益は、前年同期に比べ4,519百万円減益（△71.0％）の1,848百万円となりました。 

 

なお、売上高の内訳は次のとおりであります。 

 

（イ）原油・天然ガス 

原油・天然ガス（液化天然ガス（LNG）及びビチューメンを含む）の売上高は、主に販売

価格が下落したことに加え、国産及び海外原油並びに国内天然ガスの販売数量が減少したこ

とに伴い、111,508百万円と前年同期に比べ37,337百万円の減収（△25.1％）となりました。 

（ロ）請負 

請負（掘さく工事及び地質調査の受注等）の売上高は、7,060百万円と前年同期に比べ318

百万円の減収（△4.3％）となりました。 

（ハ）その他 

液化石油ガス（LPG）・重油等の石油製品等の販売、天然ガス等の受託輸送及びその他業

務受託等の売上高は、26,108百万円と前年同期に比べ5,068百万円の減収（△16.3％）とな

りました。 

 

(2) 財政状態に関する説明 

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ10,417百万円増加し、

718,019百万円となりました。主な要因は、為替が円高に推移したことで在外子会社の有形固定資

産が減少したこと等により有形固定資産合計は7,372百万円の減少となりましたが、保有株式の時

価の上昇により投資有価証券が増加したこと等により投資その他の資産合計では15,239百万円増加

したことによるものであります。 

負債合計は、前連結会計年度末に比べ12,203百万円増加し、224,487百万円となりました。主な

要因は、海外商品原油の購入等による買掛金が増加したこと等により流動負債合計が9,079百万円

増加したことや、保有株式の時価の上昇に伴う繰延税金負債が増加したこと等により固定負債合計

で3,124百万円増加したことによるものであります。 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ1,785百万円減少し、493,531百万円となりました。主な

要因は、為替換算調整勘定が19,244百万円及び非支配株主持分が8,081百万円それぞれ減少しまし

たが、その他有価証券評価差額金が24,934百万円及び利益剰余金が528百万円それぞれ増加したこ
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とによるものであります。 

 

(3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成29年３月期の通期業績予想につきましては、平成28年11月８日に公表いたしました予想か

ら修正しております。 

詳しくは、本日平成29年２月８日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

第２四半期連結会計期間において、特定子会社でありました㈱ジャペックスフィリピンは平成28

年７月28日に清算結了しました。 

 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

①原価差異の繰延処理 

操業度の時期的な変動により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込ま

れるため、当該原価差異を流動負債（その他）として繰り延べております。 

②税金費用の計算 

税金費用については、当社及び一部の連結子会社は当第３四半期連結会計期間を含む連結会

計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四

半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場

合には、法定実効税率を使用する方法によっております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

会計方針の変更 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

一部の国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方

法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期

連結会計期間から適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減

価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、これによる当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

 

(4) 追加情報 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に係る適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３

月28日）を第１四半期連結会計期間から適用しております。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 104,359 123,574 

受取手形及び売掛金 24,642 28,378 

有価証券 23,551 1,202 

商品及び製品 4,414 4,592 

仕掛品 29 209 

原材料及び貯蔵品 4,135 4,944 

その他 12,536 14,389 

貸倒引当金 △30 △28 

流動資産合計 173,638 177,263 

固定資産    

有形固定資産    

建設仮勘定 179,420 185,738 

その他（純額） 156,797 143,107 

有形固定資産合計 336,218 328,846 

無形固定資産    

その他 9,698 8,622 

無形固定資産合計 9,698 8,622 

投資その他の資産    

投資有価証券 135,261 165,329 

その他 55,691 40,633 

貸倒引当金 △58 △51 

海外投資等損失引当金 △2,847 △2,625 

投資その他の資産合計 188,046 203,286 

固定資産合計 533,963 540,755 

資産合計 707,601 718,019 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 8,585 15,344 

引当金 68 198 

その他 23,636 25,826 

流動負債合計 32,290 41,369 

固定負債    

長期借入金 130,030 124,814 

繰延税金負債 24,267 33,582 

引当金 229 448 

退職給付に係る負債 3,574 3,479 

資産除去債務 17,811 17,056 

その他 4,079 3,736 

固定負債合計 179,994 183,118 

負債合計 212,284 224,487 

純資産の部    

株主資本    

資本金 14,288 14,288 

資本剰余金 157 157 

利益剰余金 345,674 346,202 

自己株式 △10 △10 

株主資本合計 360,109 360,638 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 50,554 75,489 

繰延ヘッジ損益 3 30 

為替換算調整勘定 10,087 △9,157 

退職給付に係る調整累計額 253 304 

その他の包括利益累計額合計 60,899 66,666 

非支配株主持分 74,308 66,226 

純資産合計 495,317 493,531 

負債純資産合計 707,601 718,019 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自平成27年４月１日 
 至平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自平成28年４月１日 

 至平成28年12月31日) 

売上高 187,402 144,678 

売上原価 149,937 124,010 

売上総利益 37,465 20,668 

探鉱費    

探鉱費 6,417 1,229 

探鉱補助金 △82 △124 

探鉱費合計 6,335 1,104 

販売費及び一般管理費 24,221 21,240 

営業利益又は営業損失（△） 6,907 △1,676 

営業外収益    

受取利息 1,129 919 

受取配当金 2,025 2,072 

持分法による投資利益 2,438 － 

その他 666 1,385 

営業外収益合計 6,260 4,378 

営業外費用    

支払利息 513 707 

持分法による投資損失 － 1,244 

為替差損 5,663 － 

その他 304 476 

営業外費用合計 6,482 2,427 

経常利益 6,686 274 

特別利益    

固定資産売却益 81 － 

特別利益合計 81 － 

特別損失    

固定資産除却損 89 38 

事業整理損失引当金繰入額 － 249 

その他 19 0 

特別損失合計 108 288 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
6,658 △14 

法人税等 5,566 620 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,092 △634 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △5,275 △2,483 

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,368 1,848 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自平成27年４月１日 
 至平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自平成28年４月１日 

 至平成28年12月31日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,092 △634 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △10,866 24,955 

繰延ヘッジ損益 △7 25 

為替換算調整勘定 △8,132 △25,463 

退職給付に係る調整額 10 106 

持分法適用会社に対する持分相当額 △445 △389 

その他の包括利益合計 △19,441 △766 

四半期包括利益 △18,348 △1,401 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △6,502 6,376 

非支配株主に係る四半期包括利益 △11,846 △7,778 

 

石油資源開発㈱　(1662)　平成29年３月期　第３四半期決算短信　

－ 8 －



(３) 四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更） 

(1) 連結の範囲の重要な変更 

第２四半期連結会計期間より、㈱ジャペックスフィリピン及び㈱ジャペックスブトンは清算結了した

ため、連結の範囲から除いております。ただし、清算日までの損益計算書について連結しております。 

 

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更 

持分法適用の範囲に重要な変更はありません。なお、第１四半期連結会計期間より、重要性が増した

ことから、持分法を適用するに際し日本海洋掘削㈱の子会社及び関連会社を当該会社に含めて計算して

おります。 
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４．補足情報 

  生産・販売の状況 

  ① 生産実績 

 

前第３四半期 

連結累計期間 

 （自 平成27年４月１日  

  至 平成27年12月31日） 

当第３四半期 

連結累計期間 

 （自 平成28年４月１日  

  至 平成28年12月31日） 

（参考） 

前連結会計年度 

 （自 平成27年４月１日  

  至 平成28年３月31日） 

原油・天然

ガス 

原油（kl） 
1,325,798  1,153,670  1,908,080  

（1,062,681） （924,184） （1,564,057） 

天然ガス（千ｍ3） 
971,131  1,025,128  1,331,251  

（360,904） （454,968） （507,328） 

液化天然ガス（t） 969  9,656  2,202  

ビチューメン（kl） 
222,748  90,751  306,432  

（222,748） （90,751） （306,432） 

 （注）１．原油、天然ガス及びビチューメンの (  ) は海外での生産であり、内数です。 

２．天然ガスの生産量の一部は、液化天然ガスの原料として使用しております。 

３．ビチューメンとはオイルサンド層から採取される超重質油です。 

  

 ② 販売実績 

 

前第３四半期 

連結累計期間 

 （自 平成27年４月１日 

  至 平成27年12月31日） 

当第３四半期 

連結累計期間 

 （自 平成28年４月１日 

  至 平成28年12月31日） 

（参考） 

前連結会計年度 

 （自 平成27年４月１日 

  至 平成28年３月31日） 

数量 
金額 

（百万円） 
数量 

金額 

（百万円） 
数量 

金額 

（百万円） 

原油・天然

ガス 

原油（kl） 2,283,352 83,441 2,229,233 63,125 2,926,653 98,023 

天然ガス（千ｍ3） 1,253,182 49,170 1,321,461 37,170 1,780,537 68,469 

液化天然ガス（t） 137,190 12,216 197,586 10,617 208,246 17,715 

ビチューメン（kl） 223,246 4,018 91,620 594 306,436 4,894 

 小計  148,846  111,508  189,103 

請負   7,379  7,060  9,797 

その他 石油製品・商品  24,658  22,139  32,609 

 その他  6,519  3,969  8,792 

 小計  31,177  26,108  41,401 

 合計  187,402  144,678  240,302 

        （注）１．「石油製品・商品」には、液化石油ガス（LPG）、重油、軽油、灯油等が、「その他」には天然ガス・石油製品

の受託輸送及びその他業務受託等が含まれております。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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